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研究成果の概要（和文）： 介護保険の居宅４、施設、施設＋居住系、地域密着型サービスの利用指数の保険者
別ランキングで地域格差を明らかにした。またこれらのサービス利用指数の高低で保険者を３グループに分け、
地域包括ケアシステム構築のプロセスと結果、課題等をアンケート調査で明らかにした。さらに３グループから
アンケートに回答があった５～６の保険者を抽出し、ケース・スタディを行った。地域包括ケアシステム構築に
は、ニーズに応じて施設・居住系サービス整備も必要だが、自宅等で過ごすニーズに対しては、高齢者支援の仕
組みが住民中心の顔の見える関係の中で、行政、社会福祉協議会、福祉施設・事業所、医療機関等との連携で機
能することが必要である。

研究成果の概要（英文）：     The regional difference was revealed by ranking index of four 
home-based care, institutional care, institutional plus residential care, and community-based care 
services. The insurer was divided into 3 groups by up and down of the use index of these services, 
and the process, result, and issues of community-based comprehensive care system constructing was 
revealed  by a questionnaire survey. Furthermore, case study was performed　by choosing 5 or 6 
insurers form each 3 groups. It is necessary to prepare institutional and residential care services 
depending on needs for building community-based comprehensive care system. It is also necessary for 
the needs of living at home that senior citizen support mechanism is functional in cooperation with 
polity, a social welfare council, a welfare facility business establishment and a medical 
institution, in the relation of inhabitants main.

研究分野：高齢者福祉

キーワード： 地域包括ケアシステム　介護保険制度　保険者　地域格差　保健・医療・福祉の連携
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１．研究開始当初の背景 
 介護保険制度発足後、保険者である市町村
の権限と機能が強化され、これまで以上に地
域の実情にあった主体的な取り組みが求め
られている。そこで本研究代表者は、住み慣
れた家庭や地域で最期まで生活することが
可能な、地域ケアシステムの構造を明らかに
し、優れた地域ケアの実践を単なる事例紹介
に終わらせることなく一般化し、他の市町村
に役立つノウハウに繋げるために、2009～
2011 年度まで、科学研究費補助金（基盤研究
(C)）を受け、「要介護高齢者の地域生活を可
能にする地域ケアシステムの構造に関する
研究」を行った。 
 この研究から、保険者の地域特性や介護保
険サービスの利用状況等により地域ケアシ
ステムの特徴が大きく違うことが分かって
いる。また、福祉行政の基本的なノウハウに
も大きな地域差があることに鑑み、医療・介
護・様々な生活支援サービスが日常生活の場
で適切に提供できるような「地域包括ケアシ
ステム」を構築するためには、保険者を、従
来行ってきたサービス基盤整備の結果と、そ
れによるサービス利用状況の違いから類型
化し、それぞれのグループ別に地域ケアシス
テムの構築方法を示す必要性を強く感じ、本
研究を企画した。 
 
２．研究の目的 
 保険者の地域特性や介護保険サービスの
利用状況等により地域ケアシステムの特徴
は大きく違い、福祉行政の基本的なノウハウ
にも大きな地域差がある。 
そこで本研究では、保険者を、従来行って
きたサービス基盤整備の結果と、それによる
サービス利用状況の違いから類型化し、それ
ぞれのグループ別に地域包括ケアシステム
構築の方法を示す。 
 
３．研究の方法 
(１)「要介護高齢者の地域生活を可能にする
地域ケアシステムの構造に関する研究」
（2009～2011 年度科学研究費補助金（基盤研
究（C））実施時に構築した、2002 ～2008 年
度の介護保険事業状況報告の保険者別デー
タ、地域属性、医療資源、サービス利用指数
（※）のデータベースに、2009～2014 年度の
データを入力し、アップデートを行う。 
（※）居宅４サービス（①訪問介護、②訪問
看護、③通所介護と通所リハビリテーション
を足したもの、④短期入所）、施設サービス、
施設・居住系（施設及び特定施設入居者生活
介護）サービス、地域密着型サービス（2006
年度以降）の利用指数。利用指数は、それぞ
れのサービスを構成する種別それぞれにつ
いて、（要支援）要介護認定者 1 人当たりの
利用件数を偏差値化し、それらを平均して算
出している。 
 
（２）上記データベースを使い、各保険者の

サービス利用状況等の現状及び変化の把握、
サービス利用指数のランキングにより、地域
格差を明らかにする。 
 
（３）上記データベースのデータを使い、
2002～2010 年度のサービス利用の経年変化
により、次の３つのグループを抽出する（グ
ループ３については、2006 年度～）。 
居宅４サービスの利用指数が高く、施
設・居住系サービスの利用指数が低い保険
者のグループ、居宅４サービスの利用指数
が低く、施設・居住系サービスの利用指数
が高い保険者のグループ、2006 年度以降に
ついては、居宅４サービスの利用指数及び
地域密着型サービスの利用指数が高い保険
者のグループ。 
 
（４）厚生労働省が「地域包括ケアの理念と
目指す姿について」の中で示している、地域
包括ケアを実現するための５つの視点、①医
療との連携強化、②介護サービスの充実強化、
③予防の推進、④見守り、配食、買い物など、
多様な生活支援サービスの確保や権利擁護
など、⑤高齢期になっても住み続けることの
できるバリアフリーの高齢者住まいの整備、
それぞれについて、実施状況と課題が明確に
なるアンケート調査票を設計する。そして、
上記３つのグループを対象にアンケート調
査を実施し、地域包括ケアシステム構築のプ
ロセスと結果、課題等を明らかにする。 
 
（５）上記３つのグループを対象にヒアリン
グ調査を実施し、アンケート調査結果と併せ
てケース・スタディを詳細に行い、地域特性、
高齢者福祉施策の経緯、サービス提供体制等
の特徴、地域包括ケアシステム構築のプロセ
スと結果、課題を明らかにする。 
 
（６）以上の結果を踏まえて、保険者が従来
行ってきたサービス提供基盤整備の結果と
それによるサービス利用状況の違いといっ
た実情に合った地域包括ケアシステム構築
方法を示す。 
 
４．研究成果 
（１）各サービスの利用指数の最上位と最下
位の差を経年でみると、居宅４サービスと施
設サービス利用指数の差は大きい。施設・居
住系サービス、地域密着型サービスの利用指
数の差は居宅４、施設サービスとの比較から
みれば小さいものの、保険者間の差は決して
小さくない。 
 
（２）経年で、居宅４サービスの利用指数
が高く、施設・居住系サービスの利用指数
が低い保険者のグループ、居宅４サービス
の利用指数が低く、施設・居住系サービス
の利用指数が高い保険者のグループ、2006
年度以降については、居宅４サービスの利
用指数及び地域密着型サービスの利用指数



が高い保険者のグループを抽出、対象にし
たアンケート調査から、地域包括ケアシス
テム構築の開始時期は、いずれのグループ
も「第 5期介護保険事業計画から」が最多
で、国の指針の影響が保険者全体に及んで
いることが分かった。また、出来るだけ長
く住み慣れた地域や家庭で過ごすことを可
能にするためには、居宅及び地域密着型サ
ービスが十分に使える状態にあることが必
要だと考えられるが、それを実現している
居宅４及び地域密着型サービスの利用指数
が高い保険者のグループは、地域包括支援
センターの評価実施の割合と平均回数、独
自の生活支援サービスの平均数、地域課題
の発見・資源開発機能の会議がある割合が
他のグループと比較して高い（多い）等の
グループ間の差が把握された。 
 
（３）アンケート調査に回答があっ保険者の
うち、2006～2010 年度までの間、経年で居宅
４、地域密着型サービス利用指数の高いグル
ープの保険者を対象にヒアリング調査を実
施し、アンケート調査結果と併せてケース・
スタディを行った。その結果、このグループ
は情報を活用し、地域包括ケアシステム構築
に寄与する行動をとっている傾向がみられ
た。また、行政の政策上の地区割りである日
常生活圏域と、住民の日常生活上及び住民活
動の範囲としての地区割りが一致している
ことが分かった。これにより、福祉・医療ニ
ーズのある高齢者を支える仕組みが、住民を
中心とした顔の見える関係の中で、行政、社
会福祉協議会、福祉施設・事業所、医療機関
等との連携により機能していることが分か
った。 
 
（４）アンケート調査に回答があった保険者
のうち、2002～2010 年度経年で、居宅４サー
ビスの利用指数が高く、施設・居住系サービ
スの利用指数が低いグループの保険者を対
象にヒアリング調査を実施し、アンケート調
査結果と併せてケース・スタディを行った。
その結果、このグループの保険者の特徴とし
て、在宅での看取りは必ずしも可能になって
いなかったが、介護に関わる組織もしくは、
保健・医療・福祉の組織が物理的に近い、情
報共有の会議等を実施している等、連携をし
ていることが把握できた。このことから、居
宅サービスが安定的に高い水準で使えてい
る保険者の場合、関係組織の連携が重要にな
っていると考えられる。 
 
（５）アンケート調査に回答があった保険者
のうち、2002～2010 年度経年で、居宅４サー
ビスの利用指数が低く、施設・居住系サービ
スの利用指数が高いグループの保険者を対
象にヒアリング調査を実施し、アンケート調
査結果と併せてケース・スタディを行った。
その結果、このグループの保険者は、いずれ
も在宅化推進のための居宅サービスの整備

及び利用推進、介護予防、見守り事業に力を
入れていた。しかし、山間地や離島では仕事
が限られているため、経済的に余裕のない高
齢者が多く、給付費の上限まで居宅サービス
を使わない、または非課税世帯で利用が無料
の人が多いということが分かった。また、人
口が多いところは、施設サービスの利用指数
は低いが、需要の高さから居住系サービスの
事業者が参入し、施設・居住系サービスの利
用水準が高くなっている。 
 
（６）これまでみてきたように、サービスの
利用状況が違うグループそれぞれの、地域ケ
アシステムの特徴やその背景には違いがみ
られた。しかし、同じグループに属している
保険者でも、人口の多少による事業者の参入
の違いや、住民の経済的状況の違いから結果
的に、同様のサービス利用水準となり同じグ
ループに分類されるなど、様々な背景がある
ことも量的・質的調査の両方から把握された。
従って、サービスの利用水準が同様の保険者
に対してであっても、地域包括ケアシステム
の構築方法を一般化し、一律に示すには限界
があった。国が示している地域包括ケアシス
テムの姿の中には、施設・居住系サービスも
含まれており、ヒアリング調査からも全体的
に施設ニーズが高いことが聴取され、ニーズ
に応じて整備していく必要があると考えら
れる。一方、自宅等、入居施設以外で過ごし
たいというニーズに対しては、居宅４・地域
密着型サービスの利用指数の高いグループ
から抽出された、福祉・医療ニーズのある高
齢者を支える仕組みが、住民を中心とした顔
の見える関係の中で、行政、社会福祉協議会、
福祉施設・事業所、医療機関等との連携によ
り機能するようつくられることが必要であ
る。 
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